
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 



 

 

日頃より本町税務行政について御理解賜り厚くお礼申し上げます。 

さて、固定資産税は土地や家屋以外に、会社や個人の方が事業を営むために所有している構築物、機械、器具、

備品などの（償却資産）についても課税されます。償却資産は地方税 383 条に基づき、毎年 1月 1日現在の償却

資産の状況について申告いただく必要があります。 

この手引きを参照しながら申告書に必要事項を記入の上、期限までに提出していただきますようお願いいたし

ます。 
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Ⅰ．償却資産の概要について 

会社や個人で工場や商店などを経営している人が、土地・家屋以外でその事業のために用いることができ

る資産（構築物、機械、器具、備品）などを償却資産といいます。 

（例） 会社や個人で工場や商店等を経営している方，駐車場やアパート等を貸し付けしている方が，その 

事業に用いる構築物・機械装置・工具器具・備品等の事業用資産が対象となります。 

 

固定資産税 

 

土地・家屋                          償却資産（事業用資産） 

              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ．償却資産の申告について 

① 申告の対象となるもの 

申告の対象の資産は該当する年の 1月 1日現在に肝付町内に所在する償却資産です。 

・ 税務会計上で減価償却の対象としている資産 

・ 償却済み資産（税務会計上、償却済み資産） 

・ 遊休資産（稼働を休止しているが、利用可能な資産） 

・ 未稼働資産（既に完成または据付済であるが、未だ稼働していない資産） 

・ 大型特殊自動車（陸運局への登録の有無にかかわらず償却資産に該当します。） 

  

② 申告対象外となるもの 

・ 自動車税、軽自動車税の課税対象となる車両 

・ 無形固定資産（電話加入権、特許権、営業権、ソフトウェア等） 

・ 書画骨董 

・ 生物（観賞用、興行用等のものは申告の対象となります）、立木、果樹 

・ 耐用年数が1年未満又は取得価格が10万円未満の償却資産で、一時に損金（必要な経費）に算入

されたもの 

・ 1 個（または 1組）当たりの取得価格が 20万未満の償却資産で、一括償却して 3年間で損金（必要 

な経費）に算入されたもの 

 

 



③ 償却資産申告の必要となる資産（例） 

 

 

 

 

 

 

 

共通             小売業             不動産賃貸業        飲食業 

コピー機、パソコン       ショーケース、陳列ケース          太陽光発電設備         接客業家具 

エアコン、看板、LAN 設備  冷蔵ストッカー、冷蔵庫、冷凍庫     受変電設備、緑化設備       自動販売機              

 

④ 業種別の償却資産の主な具体例 

業種 主な償却資産の例 

共 通 
看板、エアコン、コピー機、テレビ、屋外広告塔、ネオンサイン、キャビネ

ット、LAN 設備、レジ、金庫など 

農 業 
ビニールハウス、温室管理装置、農業器具、農耕用車両（小型特殊自

動車両を除く）、農業用機械設備など 

漁 業 船舶、エンジン、魚網など 

飲 食 店 
接客業家具、自動販売機、冷蔵庫、冷凍庫、ガスレンジ等、厨房設

備、テレビなど 

理 ・ 美 容 業 理容・美容椅子、消毒殺菌機、タオル蒸器など 

不 動 産 業  
コンクリート造の塀、立体駐車場の機械部分およびターンテーブル、側

溝、太陽光発電設備など 

建 設 業 測量機器、ミキサー、発電機、溶接機、プレハブなど 

木工業 （林業 ）  帯鋸、糸鋸、丸鋸機、木工スライス盤、カンナ機研磨版など 

自 動 車 整 備 業 
プレス、スチームクリーナー、オートリフト、オイルチェンジャー、充電器、

洗車機、コンプレッサーなど 

ガ ソ リ ン販 売 業 ガソリン計量器、溶接機、地下槽、地下タンクなど 

駐 車 場 業  料金精算機、小屋、照明設備、柵、舗装路面など 

バ ー 、 居 酒 屋  ステレオ、厨房設備、製氷機、カラオケ設備など 

遊技場、娯楽施設  パチンコ台、パチスロ台、ゲームマシン、両替機など 

 

 

 

 



⑤ リース資産について 

リース資産は、その契約の内容によって、貸主の方に申告して頂く場合と借主の方に申告していただく場

合に分かれます。大きく分類すると以下の表のようになりますので、これに基づき申告してください。 

リース契約の内容 貸主 借主 

通常の賃貸借契約によるリース資産 申告が必要です 申告の必要はありません 

※売買にあたるようなリース資産 申告の必要はありません 申告が必要です 

※売買にあたるようなリース資産とは、ファイナンス・リースのうち、リース期間経過後にその資産を無償 

または名目的な対価による譲渡、または無償と変わらない名目的な再リース料で再リースする条件のも 

のをいいます。 

※所有権移転外ファイナンス・リースのうち、取得価格が 20万円未満のものは申告対象外です 

  

⑥ テナント（賃借人）が家屋に取り付けられた建設設備や内装 

賃借ビルなどを借り受けて事業されている方（テナント）が、ご自分の費用で内装や電気・ガスその他の設

備を一式、施工されている場合、それらの資産については、テナントの方の償却資産として申告していただ

くことになります。（地方税法第 343 条第 9項、肝付町税条例第 54条） 

 

⑦ 太陽光発電設備について 

太陽光発電設備容量 １０kw 以上 １０kw未満 

個人 

家屋の屋根などに太陽光発電設備

を設置して、全量又は余剰電力を売

電する場合、売電事業用の資産とな

り申告の対象となります。 

事業用資産とはなりませんので、

申告の対象外となります。 

個人（個人事業主） 

会社や個人で工場・商店などを経営している人や駐車場・アパートなど

を貸し付けている人が、その事業用の資産として、発電出力量や全量 

又は余剰売電にかかわらず申告の対象となります。 

法人 
事業用の資産として、発電出力量や全量又は余剰売電にかかわらず 

申告の対象となります。 

※ 太陽光パネル、（家屋屋根材と一体となっている場合は除く）、架台、接続ユニット、パワーコンディショ   

ナー、表示ユニット、電力量計等が該当します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



⑧ 償却資産と家屋の区分 

償却資産と家屋の区分については次のとおりです。表中の「償却」となっている設備は償却資産として申

告していただきます。「家屋」となっている設備は家屋として課税させていただきますので、償却資産として

の申告は不要です。（次の表参照） 

その他、償却資産の対象となるものには、①土地の造成、②フェンス、③工事費等があります。 

太陽光パネルの設置方法 

太 陽 光 発 電 設 備 

太陽光パネル 架台 接続ユニット 
パワーコン 

ディショナー 
表示ユニット 電力量計等 

家屋に一体の建材（屋根材

など）として設置 家屋 家屋 償却 償却 償却 償却 

架台に載せて屋根に設置 

償却 償却 償却 償却 償却 償却 

家屋以外の場所（地上や家

屋の要件を充たしていない

構築物 

償却 償却 償却 償却 償却 償却 

 

⑨ 車両及び運搬具 

フォーク・リフトやトラクタ等は特殊自動車に分類されます。特殊自動車には、大型特殊自動車と小型特殊

自動車があり、それぞれ異なる税金がかかります。 

大型特殊自動車 固定資産税（償却資産） 

小型特殊自動車 軽自動車税 

 

〈大型・小型の区分〉 

Ａ．特殊自動車、Ｂ．農耕用作業車については、大型特殊自動車、小型特殊の区分が、車両の大きさと

最高速度によって以下の条件で定められています。 

【Ａ．特殊自動車について】 

（1）車両の長さ ・・・４．７０メートル以下 

（2）車両の幅  ・・・１．７０メートル以下 

（3）車両の高さ ・・・２．８０メートル以下 

（4）最高速度  ・・・１５キロメートル毎時以下 

（1）～（4）すべてを満たしている場合 小型特殊自動車 

当てはまらない条件がある場合 大型特殊自動車 

 

【Ｂ．農耕用作業用について】 

最高速度 35 キロメートル毎時未満 小型特殊自動車 

最高速度 35 キロメートル毎時以上 大型特殊自動車 

注意： 敷地内で使用していて公道を走らないフォーク・リフト、農耕用トラクタなどでも、軽自動車税の課

税対象となりますので、申告を行ってナンバープレートを取得してください。 

 



〈大型特殊自動車をお持ちの方は･･･〉 

大型特殊自動車は、償却資産として固定資産税の課税対象となります。 

取得された翌年の１月中に市町村に申告する必要があります。 

〈小型特殊自動車をお持ちの方は…〉 

小型特殊自動車は、軽自動車課税となります。 

軽自動車として市町村へ申告し、ナンバープレートを取得する必要があります。 

特殊自動車については、道路運送車両法施行規則別表 1 で下記のように定められています。 

Ａ ．特 殊 自 動 車 

ショベル・ローダ、タイヤ・ローラ、ロード・ローラ、ロード・スタビライザ、

スクレーパ、ロータリ除雪自動車、アスファルト・フィニッシャ、タイヤ・

ドーザ、モータ・スイーパ、ダンパ、ホイール・ハンマ、ホイール・ブレ

ーカ、フォーク・リフト、フォーク・ローダ、ホイール・クレーン・ストラド

ル・キャリヤ、ターレット式構内運搬自動車、自動車の車台が屈折し

て操向する構造の自動車、国土交通大臣の指定する構造のカタピ

ラを有する自動車及び国土交通大臣の指定する特殊な構造を有

する自動車 

Ｂ ．農 耕 作 業 用 
農耕トラクタ、農業用薬剤散布車、刈取脱穀作業車、田植機及び

国土交通大臣の指定する農耕作業用自動車 

Ｃ．大型特殊自動車 
ポール・トレーラ及び国土交通大臣の指定する特殊な構造を有する

自動車 

 

 

⑩ 過年度への遡及課税について 

調査に伴う申告の内容の修正や資産の申告漏れ等があった場合は、その年度だけでなく、資産取得され

た翌年度まで（原則として、地方税法第17条の5第5項に基づき、最大5年度分）遡及し、課税の更正

をいたします。 



Ⅲ．申告書の記入方法について 

（1）申告していただく方 

・事業を営んでいる個人・法人で申告年度の 1月 1日時点に事業に使用する資産（機械、道具など）を 

お持ちの方 

※発電出力が 10kw以上の太陽光発電設備をお持ちの方も発電事業となり、申告対象となります。 

（2）申告していただく資産 

・申告年度の 1月 1日現在において所有されている使用可能（未使用に関わらず）な全ての償却資産 

（3）提出書類 

・償却資産申告書  

・種類別明細書（増加資産・全資産用） 

※前年度に申告をされている方は前年度の情報に基づき、本町税務課が入力済みの提出書類を郵送

しております。 

※電算申告の方は、全ての償却資産の評価額と課税標準額を算出し、申告してください。 

【注意：資産の多少にかかわらず、必ず提出してください。】 

 

＜昨年度以前から申告されていた方＞ 

昨年度以前から申告をされていた方（個人・法人は問わず）には、前年度の申告情報をあらかじめ記入

した状態で印刷した「償却資産申告書」と「種類別明細書」を送付いたします。 

その二つに記入されている情報が、申告の対象年度の１月１日現在で所有されている資産と相違がない

かご確認の上、法定申告期限の 1月 31日（※土曜日又は日曜日に当たる場合は翌月曜日）までに指

定の場所に提出してください。 

 ※送付した申告書以外の用紙で申告される個人・法人の方は、お手数ですがご確認の上で破棄し、ご自

身で用意された申告書一式にて申告してください。 

 

●同封してある（本町税務課が作成した）申告書一式での申告方法 

【償却資産申告書】 

・住所や電話番号など、記載されている情報に誤りがないか確認してください。 

・資産の異動がない場合は「増減なし」、廃業した場合は「廃業」、資産を全て譲渡や処分した場合は 

「資産なし」と備考欄に赤色のペンで記入してください。 

・令和 4年度申告書より押印は不要になりました。 

 ※ マイナンバー(個人・法人問わず)を記入する欄が設けてあります。必ず記入してください。 

 

【種類別明細書】 

・記載されている資産の取得年月や取得価格などに間違いはないか確認してください。 

・資産の増加があった場合は、空欄に必要な箇所を記入してください。 

・資産の減少があった場合は、赤色のペンで二重線を引き消去してください。 

 

以上の項目を全て確認してから、郵送又は持参で提出してください。 

 

 

 



＜今回初めて申告される方＞ 

「償却資産申告書」と「種類別明細書」に漏れ無く記入し、本町税務課まで提出してください。 

●償却資産申告書の記入方法 

下記を参考にご記入ください。 

「①」所有者の情報を記入してください。 

「②」会社の情報を記入してください。 

「③」個人番号又は法人番号を記入してください。 

「④」該当する所に〇で囲んでください。 

「⑤」該当する全ての取得価格を記入してください。 

※『前年前に取得したもの（イ）』の合計金額が、種類別明細書（増加資産・全資産用）の前年前に取得

した資産の合計金額と一致しなければなりません。 

※『前年中に減少したもの（ロ）』の合計金額が、種類別明細書（減少資産用）の合計金額と一致しなけ

ればなりません。 

※『前年中に取得したもの（ハ）』の合計金額が、種類別明細書（増加資産・全資産用）で増加した資産

の合計金額と一致しなければなりません。 

「⑥」同町内に 2 つ以上の所在地がある場合記入してください。 

「⑦」リース資産の有無を○で囲み、リース資産が有る場合は貸主の名称と住所を記入してください。 

「⑧」事業所用家屋の所有区分について該当する方を○で囲んでください。 

「⑨」該当する所に〇で囲んでください。 

 

 

令和　 年 月 日

12

（屋号 ） ７ 個人番号又は

　 千 円 十億 百万 千 円 十億 百万 千 円 十億 百万 円

3

4

5

7

十億 百万 千 円 十億 百万 千 円 十億 百万 円

4

5 　

6

7

・解散、廃業等　　　 年　　　月解散・廃業・その他（　　　　　　　　　　　　　）

6　税 理 士 等 の

　　氏 名

法人番号

     (市外移転先　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

・住所等の変更　　　年　　　月変更　移転・閉鎖・その他（　　　　　　　　）

・組織等の変更　　　年　　　月変更

合 計

車 両 及 び 運 搬 具

工 具 、 器 具 及 び 備 品

航 空 機

船 舶3

千

2 機 械 及 び 装 置

17  備考　（添付書類等）

・前年度より増減　（　有　 ・ 　無　）

1 構 築 物

資 産 の 種 類

 

評     価     額
              　     　　　　　　（ヘ）

※

　　　決　定　価　格
　　　　　　　　　　　　　　　　　（ト）

※

　　　課　税　標　準　額
　　　　　　　　　　　　　　　　（チ）

合 計 16　事 業 所 用 家 屋 の 所 有 区 分 自 己 所 有　　・　　借家

6 工 具 、 器 具 及 び 備 品

15  借　用　資　産
 
       （ 有  ・  無 ）

貸主の名称等

車 両 及 び 運 搬 具

③

航 空 機

船 舶

②

2 機 械 及 び 装 置

①

1 構 築 物
十億 百万

資 産 の 種 類
取 得 価 額

14　市（区）町村内

　　における事業所

　　等資産の所在地

前年前に取得したもの　（イ） 前年中に減少したもの　（ロ） 前年中に取得したもの　（ハ） 計（(イ）－（ロ）＋（ハ））　（ニ）

千

税 務 会 計 上 の 償 却 方 法 定 率 法 ・ 定 額 法

13 青 色 申 告 有　　　・　　　無

有　　　・　　　無

( 電話 　　　－　　　　　　）

法 人 に あ っ

て は そ の 名

称 及 び 代 表

者 の 氏 名

２　氏　名 ( 電話　　　　－　　　　　） 11 特 別 償 却 又 は 圧 縮 記 帳

５  こ の 申 告 に応

    答 す る 者の 係

　　及  び氏  名

　平成　　　年    　　　月 9 非 課 税 該 当 資 産 有　　　・　　　無

10 課 税 標 準 の 特 例 有　　　・　　　無

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（電話　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）４　事　業　開　始

　　年　月

有　　　・　　　無
１　住　所 　　　　　　　　　　百万円

8 増 加 償 却 の 届 出 有　　　・　　　無( )
又は納税通知所

送 達 先

肝 付 町 長 殿

所

有

者

３　事　業　種　目

　（資本金等の額）

7 短 縮 耐 用 年 数 の 承 認

第

二

十

六

号

様

式

（
提

出

用

）

令 和 年 度
　 　 　

担 当 者 番 号
 ※
    　　所　有　者　コ　ー　ド

償 却 資 産 申 告 書 （ 償 却 資 産 課 税 台 帳 ）

受 付印

印

1 2

3

4

5 6

7

9

8



 

 

 

 

 

 

Ⅳ．課税する上で特例が受けられる償却資産について 

地方税法第349条の3、同法附則第15条等に定める一定の要件を備えた償却資産については、課税

標準の特例が適用され、税負担の軽減が図られています。 

※

※ ※ 枚 の う ち

枚 目

（イ） （ロ） （ハ） ※ ※

率 コード

十億 百万 千 円 十億 百万 千 円 十億 百万 千 円

1 500 500 ０．
１．２

３．４

02 1 1 5 1 4 2 300 600 ０．
１．２

３．４

03 1 1 5 1 4 4 800 000 ０．
１．２

３．４

04 1 1 5 1 4 599 000 ０．
１．２

３．４

05 2 3 5 1 8 2 500 000 ０．
１．２

３．４

06 2 2 5 1 5 1 430 600 ０．
１．２

３．４

07 2 2 5 1 2 1 300 150 ０．
１．２

３．４

08 ０．
１．２

３．４

09 1 1 5 1 2 1 000 000 ０．
１．２

３．４

10 2 1 5 1 4 2 500 000 ０．
１．２

３．４

11 ０．
１．２

３．４

12 ０．
１．２

３．４

13 ０．
１．２

３．４

14 ０．
１．２

３．４

15 ０．
１．２

３．４

16 ０．
１．２

３．４

17 ０．
１．２

３．４

18 ０．
１．２

３．４

19 ０．
１．２

３．４

20 ０．
１．２

３．４

令和　　　年度

種 類 別 明 細 書 （ 増 加 資 産 ・ 全 資 産 用 ）
所 有 者 名

所 有 者 コ ー ド

行

番

号

資
産
の
種
類

数

　
量

取 得 年 月

資 産 コ ー ド 資　　産　　の　　名　　称　　等 取 得 価 額

減
価
残
存
率

価 額

耐

用

年

数

摘 要
年
号

年 月
の 特 例

増

加

事

由

課税標準
課 税 標 準 額

01

壁工事

広告塔1 1 5 1 4

内装工事

排水管工事

冷蔵庫

コンロ

食器洗浄機

内装工事

冷蔵庫

小 計

注意　「取得年月の年号」の欄は、大正は２、昭和は３、平成は４、令和は５を記入してください。
注意　「増加事由」の欄は、１新品取得、２中古品取得、３移動による受け入れ、４その他のいずれかに○印を付けてください。（又は１，２，３，４のいずれかの番号を上書き入力してください。）

特例対象施設等 課税標準の軽減割合 （課税標準に乗じる割合） 

農業協同組合等の共同利用に共にする機械装置 課税から 3年間、 

2 分の 1 

内航船舶 
2 分の 1 

再生可能エネルギー 課税される年度から 3年間 

発電出力 1000kw 未満→3分の 2 

発電出力 1000kw 以上→4分の 3 

・正当な理由のない不申告又は虚偽の申告について 

資産を所有している方で正当な理由がなく申告されない場合は、地方税法第386条の規定により過料を

科せられる場合があるほか、地方税法第368条の規定により不足税額に加えて延滞金を徴収されること

がありますので、期限までに必ず申告してください。 

また、虚偽の申告をされますと、地方税法第 385 条の規定により罰金等を科せられることがあります。 

 

記入の必要はありません。 

※電算入力の場合は漏れなく入力

してください。 



Ⅴ．課税標準額、免税点、税率、税額について  

・課税標準額 

個々の資産の評価額が課税標準額となります。 

ただし、課税標準額の特例の規定が適用される場合は、その該当資産については決定価格のこの特例率を乗じ

たものが課税標準額となります。 

・免税点 

償却資産の課税標準額が 150 万円（免税点）未満の時は課税されません。 

しかし、免税点未満の場合でも申告は必要です。 

・税率・税額について 

☆ 固定資産税における償却資産の減価償却の方法は、原則として旧定率法になります。 

☆ 税額を計算する際に用いられる「課税標準額」とは、一品毎に下記の方法で計算した「評価額」の合計額で

す。 

ただし、下限は取得価格の 5％となります。※耐用年数が過ぎた資産も使用できる状態にある限り、年々減価償 

却していき取得価格の 5％を下限として課税対象となります。 

 

課税標準額  ×  固定資産税率（１.４％）  ＝  年税額 

（参考資料）耐用年数における減価率と減価残存率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価額

前年中に取得した資産 前年より前に取得した資産

取得価格　×　（　１　－減価率　×　１／２　） 前年度における評価額　×　（　１　－　減価率　）

○例  100 万円の農機具（耐用年数７年）を購入した場合の次年度の固定資産税では･･･「前年中取得」 

課税標準額の求め方 

\1,000,000（取得価格） × 0.860（耐用年数７年の減価残存率） ＝ \860,000 課税標準額 

年税額の求め方 

\860,000 課税標準額 × 1.4/100 固定資産税率 ≒ \12,000 年税額 

前年中取得 前年前取得

１－減価率/2 １－減価率

2 0.684 0.658 0.316

3 0.536 0.732 0.464
4 0.438 0.781 0.562
5 0.369 0.815 0.631
6 0.319 0.840 0.681
7 0.280 0.860 0.720
8 0.250 0.875 0.750
9 0.226 0.887 0.774
10 0.206 0.897 0.794
11 0.189 0.905 0.811
12 0.175 0.912 0.825
13 0.162 0.919 0.838
14 0.152 0.924 0.848
15 0.142 0.929 0.858
16 0.134 0.933 0.866

減価率
減価残存率

耐用年数



Ⅵ．納期方法・納期について 

固定資産税は本町役場税務課から送付する納税通知書より、通常4回に分割して納付していただくことになります。

なお、納税には便利な口座振替をご利用できます。詳しくは本町税務課までお問い合わせください。 

 

納期 1 期 2 期 3 期 4 期 

納期限 ５月末 7 月末 9 月末 11 月末 

 

Ⅶ．実地調査等、調査協力のお願いについて 

申告書受付後、申告内容を確認するために地方税法第 353 条又は第 408 条に基づく実地調査を行う場合があ

りますので、その際はご協力をお願いいたします。 

それに伴い、地方税法第354条の2に基づき所得税及び法人税に係る書類の閲覧をさせていただく場合もありま

すので、皆様のご理解お願いいたします。 

なお、調査の結果により誤りや過不足等がある場合は「修正申告」をお願いすることもありますので、あらかじめご理

解ください。 

 

Ⅷ．お問い合わせ先 

法定申告期限  ： 1 月 31 日 （※土曜日又は日曜日に当たる場合は翌月曜日） 

 

申告書提出先  ： ①肝付町役場 税務課 償却資産担当（鹿児島県肝属郡肝付町新富 98番地） 

              ②内之浦総合支所 町民生活課 

              ③岸良出張所 

 

お問い合わせ先：肝付町役場 税務課 賦課係 （償却資産担当） 

                （TEL） 0994-65-8414  

 

 

 

※郵送される方は、①に送付してください。 




